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２０２６年度（令和８年度）事業計画 
 

 備後地域の地場産業の健全な育成及び発展に資するため、定款に定める次の事業を実

施する。 

 なお、事業の実施期間は、２０２６年（令和８年）４月から同年１２月末までとする。 

 

１ ものづくり啓発事業（福山市からの受託事業） 

  ものづくり人材育成事業として、こども・若年層を主な対象として、ものづくり体

験等を通じて職業観の醸成につなげる講座等に取り組む。 

（１）ものづくり講座等 

   こども・若年層がものづくりを体験し、学ぶための講座や体験イベントを開催す

る。 

   ア デジタルものづくり講座 

   イ 伝統産業体験講座 

   ウ 地域企業・団体との連携講座 

   エ 地域企業の工場見学を兼ねた体験イベント 

（２）インターンシップ受入企業等の掘り起こし 

   インターンシップやチャレンジウィーク、ものづくり現場体験等の受入企業や出

前授業等の実施企業の掘り起こしを行い、キャリア教育に活用する企業情報として、

市が実施する企業情報の提供事業につなげる。 

（３）啓発事業の周知 

   福山市広報、ホームページ、ＳＮＳ等での情報を発信する。 

 

２ 地場産品ＰＲ事業 

（１）「じばさんフェア２０２６」・「備後ふくやま伝統産業展」の開催 

   備後地域の地場産業やものづくり現場を紹介するとともに、新たなビジネスチャ

ンスの創出や新製品開発、新事業展開、産学連携等を支援することを目的として、

ものづくり現場の見学や体験等の取組を行う団体と連携し、「じばさんフェア２０

２６」を開催する。 

   また、「備後ふくやま伝統産業展（共催：備後ふくやま伝統産業展実行委員会）」

を同時開催する。 

    会 期  ２０２６年（令和８年）１１月〔２日間〕 

    場 所  iti ＳＥＴＯＵＣＨＩ 

    内 容  地場産品の展示・販売 

         ものづくり体験・現場紹介 

         ものづくり現場の魅力発信セミナー・事業者交流会 ほか 

（２）「繊維展」の出展支援 

   備後地域の繊維製品等の販路拡大を図るため、事業者が繊維素材の見本市に出展

する際の支援を行う。 



    会 期  ２０２６年（令和８年）１１月〔３日間〕 

    場 所  東京都立産業貿易センター 

 

３ 情報事業 

（１）事業者向けセミナー・イベントの周知 

   国・広島県・福山市等が開催する事業者向けのイベント・セミナーについてメー

ル配信などの情報提供を行うことにより、各種支援事業等の周知を図る。 

（２）「産業技術マップ」及び「ゲンバ男子・女子」ＷＥＢサイト運営 

   福山地域の企業が誇る製品・技術及び技術者の情報を紹介する「産業技術マップ」

及び製造現場を始め、現場で働く若者を紹介する「ゲンバ男子・女子」ＷＥＢサイ

トを運営する。 

（３）ＨＰ・ＳＮＳ等による情報発信 

 

４ 産業活性化推進事業 

  専門家や大学研究者の支援を得て、地域内企業との意見交換、情報交換、技術交換

を推進するとともに、産学官による企業の基盤技術の強化や新商品・新製品開発に取

組み、地域産業の活性化を図る。 

（１）セミナーの開催 

   専門家等によるセミナーを開催することにより、商品開発や販売促進、販路開拓

などについてデザインを活用した支援をする。（広島県アパレル工業組合、備後デ

ザインサロン等と共催によるセミナーの開催） 

（２）広島県よろず支援拠点福山サテライトの土・日相談会実施の支援 

   「広島県よろず支援拠点福山サテライト土・日相談会」をセンター２階相談室で

の開催を支援する。 

（３）産学連携研究開発の促進 

   「ビジネス交流会：福山未来」事務局として、「市民フォーラム」共催や「広島

バイオテクノロジー推進協議会」と連携及び情報提供等を図る。 

 

５ 中小企業勤労者福祉共済事業 

  中小企業の勤労者に対し総合的な福利厚生事業を行い、勤労者の福祉の向上を図る

とともに中小企業の振興と地域社会の発展に寄与することを目的に事業を実施する。 

  また、センター解散後を見据え、共済会員に対して、（一社）全国中小企業勤労者

福祉サービスセンターが運営する全国中小企業勤労者福祉共済会等の制度について

情報提供を行う。 

（１）生活安定事業 

   慶弔共済給付金給付 

   会員や家族の慶弔に対し、各種保険給付金を給付する。 

（２）余暇活動事業 

  ア チケット等斡旋 

    カープ観戦チケット・コンサート・食事券・クオカード・図書カード等の割引



販売を行う。 

  イ 宿泊施設の利用助成 

    旅行などで宿泊した際の宿泊費の一部を助成する。 

  ウ イベント企画 

    日帰り旅行の費用を一部助成する。 

（３）健康維持増進事業 

  ア 健康診断等の受診助成 

    健康診断・人間ドックの受診者に対し助成を行う。 

  イ 家庭常備薬の斡旋 

    家庭常備薬を割引料金で斡旋する。 

  ウ 福山市公共スポーツ施設回数券の斡旋 

    福山市公共スポーツ施設回数券を割引料金で斡旋する。 

（４）自己啓発事業 

  ア 生涯学習援助 

    ユーキャン通信講座・ＮＨＫ学園生涯学習通信講座等の割引料金での受講を斡

旋する。 

  イ 文化教養活動援助促進 

    自己啓発講座等を開催する。 

（５）老後生活安定事業 

  ア 中小企業退職金共済制度の普及促進 

    中小企業勤労者の老後生活に備えた、中小企業退職金共済制度のＰＲに努め、

制度の普及促進を図る。 

  イ 小規模企業共済制度の普及促進 

    小規模企業の個人事業主または会社役員等の退職金制度の普及促進を図る。 

（６）共済情報事業 

  ア ホームページ・ＬＩＮＥ等による各種情報提供 

  イ ふくふく共済ニュースの発行 

（７）利用契約施設事業 

   健康維持増進のため、スポーツクラブの斡旋をする。 

 

６ 施設運営事業 

  地場産業振興と地域産業活性化のため、施設の貸館などを行うとともに、施設の円

滑な管理運営に努める。 

（１）貸館運営 

（２）常設展示場・物産館運営 

（３）施設の修繕 



（単位：円）

予算額 前年度予算額 増　減
Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
（１）経常収益
基本財産運用益 （ 1,000 ） （ 1,000 ） （ 0 ）
基本財産利息収入 1,000 1,000 0

受取会費 （ 12,960,000 ） （ 19,104,000 ） （ △ 6,144,000 ）
受取会費 12,960,000 19,104,000 △ 6,144,000

事業収益 （ 25,435,000 ） （ 35,260,000 ） （ △ 9,825,000 ）
販売事業収入 10,000 10,000 0
使用料収入 12,497,000 19,869,000 △ 7,372,000
余暇活動事業収入 0 25,000 △ 25,000
余暇活動ﾁｹｯﾄ事業収入 12,560,000 15,220,000 △ 2,660,000
健康維持増進事業収入 328,000 0 328,000
自己啓発事業収入 0 36,000 △ 36,000
共済情報事業収入 40,000 100,000 △ 60,000

受取補助金等 （ 41,178,000 ） （ 46,369,000 ） （ △ 5,191,000 ）
受取市補助金 31,183,000 33,529,000 △ 2,346,000
受取福山市受託金 7,000,000 8,443,000 △ 1,443,000
指定正味財産からの振替額 2,995,000 4,397,000 △ 1,402,000

受取負担金 （ 50,000 ） （ 700,000 ） （ △ 650,000 ）
受取負担金 50,000 700,000 △ 650,000

受取寄付金 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）
受取寄付金 0 0 0

受取給付金 （ 3,871,000 ） （ 5,636,000 ） （ △ 1,765,000 ）
受取給付金 3,871,000 5,636,000 △ 1,765,000

雑収益 （ 595,000 ） （ 700,000 ） （ △ 105,000 ）
雑収益 225,000 330,000 △ 105,000
受取配当金 20,000 20,000 0
共済還付金 350,000 350,000 0
経常収益計 84,090,000 107,770,000 △ 23,680,000

（２）経常費用
事業費 （ 97,558,000 ） （ 114,002,000 ） （ △ 16,444,000 ）
給料手当 30,636,000 34,200,000 △ 3,564,000
臨時雇賃金 0 0 0
退職給付費用 1,647,000 1,647,000 0
福利厚生費 4,043,000 4,477,000 △ 434,000
旅費交通費 424,000 551,000 △ 127,000
通信運搬費 1,806,000 1,932,000 △ 126,000
減価償却費 6,600,000 9,538,000 △ 2,938,000
消耗品費 1,067,000 1,292,000 △ 225,000
資料購入費 76,000 80,000 △ 4,000
修繕費 692,000 996,000 △ 304,000
印刷製本費 716,000 886,000 △ 170,000
広告宣伝費 300,000 300,000 0
燃料費 65,000 55,000 10,000
光熱水料費 4,375,000 4,830,000 △ 455,000
賃借料 1,602,000 1,963,000 △ 361,000
保険料 366,000 358,000 8,000
諸謝金 1,693,000 1,381,000 312,000
租税公課 5,118,000 5,120,000 △ 2,000
会費 59,000 59,000 0
会議費 93,000 108,000 △ 15,000
会場整備費 200,000 200,000 0
会場借上料 200,000 200,000 0
支払負担金　 100,000 100,000 0
委託費 6,516,000 6,250,000 266,000
共済掛金 4,779,000 7,045,000 △ 2,266,000
共済給付金 3,871,000 5,636,000 △ 1,765,000
利用補助費 14,060,000 17,840,000 △ 3,780,000
主催事業費 538,000 308,000 230,000
助成金 4,015,000 4,015,000 0
報償費 0 20,000 △ 20,000
施設斡旋費 149,000 200,000 △ 51,000
手数料 621,000 736,000 △ 115,000
土地借上料 1,111,000 1,659,000 △ 548,000
雑費 20,000 20,000 0

収支予算書（正味財産増減計算ベース）
２０２６年（令和８年）４月１日から２０２６年（令和８年）１２月３１日まで

科     目



（単位：円）

予算額 前年度予算額 増　減

収支予算書（正味財産増減計算ベース）
２０２６年（令和８年）４月１日から２０２６年（令和８年）１２月３１日まで

科     目
管理費 （ 3,999,000 ） （ 4,321,000 ） （ △ 322,000 ）
給料手当 1,996,000 2,038,000 △ 42,000
退職給付費用 163,000 163,000 0
福利厚生費 315,000 345,000 △ 30,000
臨時雇賃金 0 0 0
会議費 2,000 2,000 0
旅費交通費 16,000 19,000 △ 3,000
通信運搬費 86,000 86,000 0
減価償却費 369,000 533,000 △ 164,000
消耗品費 68,000 81,000 △ 13,000
修繕費 38,000 54,000 △ 16,000
印刷製本費 9,000 9,000 0
燃料費 5,000 5,000 0
光熱水料費 245,000 270,000 △ 25,000
賃借料 128,000 138,000 △ 10,000
保険料 22,000 21,000 1,000
諸謝金 116,000 71,000 45,000
委託費 229,000 210,000 19,000
租税公課 98,000 148,000 △ 50,000
会費 1,000 1,000 0
支払負担金　 10,000 10,000 0
手数料 21,000 24,000 △ 3,000
土地借上料 62,000 93,000 △ 31,000
経常費用計 101,557,000 118,323,000 △ 16,766,000
当期経常増減額 △ 17,467,000 △ 10,553,000 △ 6,914,000

２．経常外増減の部
（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0
（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
他会計振替額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 △ 17,467,000 △ 10,553,000 △ 6,914,000
一般正味財産期首残高 136,022,000 145,370,000 △ 9,348,000
一般正味財産期末残高 118,555,000 134,817,000 △ 16,262,000

Ⅱ　指定正味財産増減の部
受取補助金等 0 0 0
受取寄付金 0 0 0
基本財産運用益 0 0 0
特定資産運用益 0 0 0
一般正味財産への振替額 2,995,000 4,397,000 △ 1,402,000
当期指定正味財産増減額 △ 2,995,000 △ 4,397,000 1,402,000
指定正味財産期首残高 58,234,000 62,630,000 △ 4,396,000
指定正味財産期末残高 55,239,000 58,233,000 △ 2,994,000

Ⅲ 正味財産期末残高 173,794,000 193,050,000 △ 19,256,000

○資金調達及び設備投資の見込みについて

当事業年度における資金調達及び設備投資の予定はありません。

（単位：円）
予算額 前年度予算額 増　減

Ⅰ．事業活動収支の部
１．事業活動収入計 81,095,000 103,373,000 △ 22,278,000
２．事業活動支出計 93,138,000 106,802,000 △ 13,664,000

事業活動収支差額 △ 12,043,000 △ 3,429,000 △ 8,614,000
Ⅱ．投資活動収支の部
１．投資活動収入計 360,000 360,000 0
２．投資活動支出計 1,810,000 1,810,000 0

投資活動収支差額 △ 1,450,000 △ 1,450,000 0

当期収支差額 △ 13,493,000 △ 4,879,000 △ 8,614,000
前期繰越収支差額 15,146,000 16,074,000 △ 928,000
次期繰越収支差額 1,653,000 11,195,000 △ 9,542,000

収支予算書総括表
２０２６年（令和８年）４月１日から２０２６年（令和８年）１２月３１日まで

科     目

参考


